
　

国
が
、
高
齢
者
の
自
立
支
援
、
重
度
化

防
止
等
に
関
す
る
取
り
組
み
を
市
町
村
お

よ
び
都
道
府
県
に
対
し
支
援
す
る
た
め
平

成
30
年
度
か
ら
創
設
さ
れ
た
交
付
金
算
定

の
評
価
指
標
に
お
い
て
、
市
は
県
内
54
市

町
村
で
第
４
位
で
し
た
。
（
ち
な
み
に
第

１
位
は
豊
明
市
、
第
２
位
は
名
古
屋
市
、

第
３
位
は
日
進
市
）

　

こ
の
評
価
指
標
の
項
目
は
、
「
Ⅰ　

Ｐ

Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
活
用
に
よ
る
保
険
者

機
能
の
強
化
に
向
け
た
体
制
等
の
構
築
」
、

「
Ⅱ　

自
立
支
援
、
重
度
化
防
止
等
に
資

す
る
施
策
の
推
進
」
、
「
Ⅲ　

介
護
保
険

運
営
の
安
定
化
に
資
す
る
施
策
の
推
進
」

の
指
標
で
61
項
目
、
合
計
点
数
612
点
で
構

成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

県
の
平
均
は
413
．
09
点
の
と
こ
ろ
、
碧

南
市
は
合
計
得
点
が
527
点
で
県
内
54
市
町

村
中
４
位
、
西
三
河
９
市
で
は
１
位
と
い

う
結
果
で
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
平
成
30
年

度
は
千
49
万
円
の
交
付
金
を
受
け
ま
す
。

　

今
回
の
結
果
に
つ
な
が
っ
た
主
な
取
り

組
み
は
次
の
通
り
で
す
。

①
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
３
職
種（
保

健
師
、
社
会
福
祉
士
、
主
任
介
護
支
援
専

門
員
）
の
配
置
を
義
務
付
け
、
そ
の
職
員

数
を
４
人
と
し
、
１
人
当
た
り
の
担
当
高

齢
者
数
が
千
500
人
以
下
で
あ
る
こ
と

②
「
は
な
し
ょ
う
ぶ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の

運
用
を
開
始
し
、
在
宅
医
療
サ
ポ
ー
ト
セ

ン
タ
ー
を
市
民
病
院
に
設
置
し
た
こ
と
で
、

医
師
会
·
歯
科
医
師
会・

薬
剤
師
会
と
介

護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
と
の
連
携
等
、
在
宅

医
療
介
護
連
携
体
制
を
構
築
し
て
い
る
こ

と③
市
民
病
院
医
師
と
と
も
に
初
期
集
中
支

援
チ
ー
ム
の
設
置
、
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー

養
成
講
座
を
計
画
的
に
開
催
し
、
修
了
者

が
認
知
症
カ
フ
ェ
の
運
営
に
取
り
組
ん
で

い
る
こ
と

④
介
護
予
防
事
業
と
し
て
筋
ト
レ
ル
ー
ム

60
の
運
営
、
お
た
っ
し
ゃ
大
学
を
開
催
し

て
い
る
こ
と

⑤
理
学
療
法
士
の
臨
時
職
員
を
配
置
し
、

福
祉
用
具
や
住
宅
改
修
に
関
与
し
て
い
る

こ
と

　

市
は
碧
南
緑
地
ビ
ー
チ
コ
ー
ト
を
オ
ー

プ
ン
す
る
な
ど
、
ス
ポ
ー
ツ
環
境
の
整
備

を
進
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
筋
ト
レ
ル
ー

ム
60
を
増
設
予
定
で
あ
り
、
高
齢
者
の
運

動
す
る
機
会
を
増
や
し
、
高
齢
者
の
介
護

予
防
効
果
を
上
げ
る
努
力
を
し
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
関
係
各
課
、
市
民
の
皆
さ
ん
と

自
立
支
援
や
介
護
予
防
、
重
度
化
防
止
の

取
組
み
を
す
す
め
、
「
健
康
寿
命
日
本
一
」

を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

碧
南
市
の
高
齢
者
に
対
す
る

自
立
支
援
や
重
度
化
防
止
等
に
関
す
る

取
り
組
み
は

愛
知
県
内
全
54
市
町
村
中
第
４
位

C
・
S
コ
ラ
ム

補助対象経費
　事業所等借入費、法人登記などに係る費用、事業
所等改装費・設備費、広報費
・業種によって補助限度額は増額される場合があり
　ます。
・個人事業主として創業する人で交付申請日時点、
　市外に住所を有する場合、補助限度額は２分の１
　になります。
・事務所等借入費、法人登記などに係る費用、事業
　所等改装費・設備費、広報費のそれぞれにも補助
　上限額が設定されています。
※2018年～2020年度の期間限定の補助金です。補助
対象外業種もあります。申請書類は商工課窓口また
はウェブサイト「へきなん企業応援ＮＡＶＩ」から
入手できます。
問合せ　商工課企業応援係　☎(95)9895

種類 条件 補助率 限度額

創業支援
補助金

交付申請日時点で
40歳未満・申請者
が女性・空き店舗
などを利用

３分の２
100万円

そのほか ２分の１

事業拡大
支援補助
金

交付申請日時点で
40歳未満・申請者
が女性・空き店舗
などを利用

３分の２
50万円

そのほか ２分の１

　地域の活性化のため市内に個人として事業所を開設する人、または会社の本店を設立する人に対し、創業費用
の一部を補助します。また、創業支援補助金を受けた３年後には事業を拡大するための費用の一部を補助します。
　詳細な要件は、商工課窓口で配布しているチラシまたはウェブサイト「へきなん企業応援ＮＡＶＩ」（http://
www.hekinan-companysupport.jp）をご覧ください。登記や契約などをする前に、必ず相談してください。

市内で創業を考える人へ　創業にかかる費用を補助します

補助率・補助限度額
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